


表紙について

龍潭から望む首里城

2019年10月31日未明、沖縄のシンボルであ
る首里城が火災によって焼失し、沖縄県民は
深い悲しみとともに喪失感に包まれました。
首里城は“シマンチュの宝”でありウチナーン
チュのこころの拠り所でもあります。今、県内
外から首里城再建の声が湧き上がっていま
す。一日も早く、あの勇壮な姿をみられるこ
とを願ってやみません。
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沖縄の知恵と課題

 古波津 昇沖縄県工業連合会 会長
（拓南製鐵株式会社）

　この度の台風19号と広域に及ぶ豪雨では多くの方が犠
牲になりました。犠牲者の方々に対し心からご冥福をお祈
り申し上げ、被災された多くの皆様の一刻も早い日常生活
並び企業活動の復旧及び正常な状態に稼働できることを
祈念致します。
　1995年に発生した阪神大震災など近年我国はいわゆる
「想定外」と冠がつく災害が頻繁に起きています。世界
を見渡しても同様ですが、実際に歴史を振り返ってみる
と正式な記録に残っているだけでも災害は沖縄や全国各
地・世界各地に起きています。神話や言い伝えなどを含め
るとかなりの事が地球上で起って来たといえます。
　先人たちはその都度しっかりと検証・研究を行い対策を
講じ、改善されながら乗り切ってきたと思います。
　しかし、「喉元すぎれば」という感じで色あせて時間ととも
に危機感が薄れ、何かが起きると「予測を超えた」とか「想
定外の」「過去に経験のない」という今やAIや自動運転ま
た量子コンピュータの時代だという割に責任転嫁的なキー
ワードが散見されています。　　　
　現実には地球温暖化に依る台風・竜巻並び豪雨などの
異常気象にも拍車がかかり非常に予測が難しくなってきま
した。
　沖縄では長い歴史の中で台風や豪雨に対峙しており、
ハード面、ソフト面を含めた対策や改善を継続的に行なう
ことで犠牲者を極力減少させてきました。
　それはひとりあたりの県民所得が最下位であっても重
厚な災害に強い街並みを見ていただくと理解できると思い
ます。
　鉄筋コンクリート造や鉄骨造など強固な建造物に限ら
ず、沖縄の伝統的な木造瓦葺きの家屋においても先人の
知恵に依る設計並びに配置で被害を大きく免れています。
　国内のみならず世界に於いても多様化した災害から人の
「いのち」を確実に守り、更に万が一の際には速やかに
安否確認そして平常な生活に素早く戻すことが可能な体制
づくりをしっかりと行うことが急務と思います。
　さて、沖縄の経済ですが、特に観光産業に牽引され堅
調に推移しており比較的良い状態が続いています。農業に
おいても果樹を中心にのび将来性も期待されています。
　但しまだ消費経済である事には違いなく、相対的には購
買する品目が多いため資金の県内留保は決して良いとはい
えません。

　あたりまえの事ですが、県外（域外）からの購買が増える
と資金が出て行くという事であり、そのバランスは技術力を
高めてきた県内の建設関連産業やIT産業も含めて県内で
産出、生産されるものを増やすことと域外からの観光収入
などで補わなければなりません。
　沖縄県内で生産されるものの消費が増えることが沖縄に
資金を留める事につながり、又域外（県外・海外）に出荷
することがとても重要なことになります。
　7月に「県産品奨励月間」を沖縄県と力をあわせ沖縄県
工業連合会が中心となって経済5団体により全県下で県産
品優先使用の要請活動を行っていることも前述の背景が
大きな目的となっています。
　そして毎年10月に開催されている今年で43回目になる
「沖縄の産業まつり」では、様々な観点から沖縄の持つ
力、農水産物とその加工品や飲料、泡盛やビールをはじ
めとした沖縄でつくられた酒類、沖縄独特の原料を利活用
した健康食品、その他多岐にわたる工業製品及び様々な
技術の展示を行い一部は即売も行っています。
　特に沖縄県商工会連合会が主催している「ありんくりん
市」では県内各地の商工会が自慢の特産品を即売しており
毎年どの商工会のブースも長蛇の列で賑わっています。
　また、台湾とものづくりや知財でも包括的連携を結んで
おり、既に今年で4回目になる商談会も少しずつ実績が出
てきております。
　これからは、より掘り下げた形で「国際物流拠点」など
の制度を活用し、台湾とものづくりを連携することでそれぞ
れの良い技術や知財が品質やコストを改善して国内・海
外で立派に通用するものづくりができる仕組・体制が可能
になります。
　1972年沖縄が日本に復帰するまでの27年間、戦後の日
本の産業は飛躍的に成長し、企業基盤も強固なものになり
ましたが、沖縄の産業は様々な障壁があり、経済基盤の
安定にはまだ充足しておりません。
　これからは沖縄の観光資源を高付加価値化し、先人た
ちが蓄積してきた過酷な自然との戦い方を沖縄の知恵とし
て発信することで、沖縄の力になれると思います。

（追記）
　10月31日に焼失した首里城が一日でも早く元の優雅で
威厳のある勇姿を取り戻せることを祈念し、微力ながらも
力になる事をお誓いします。
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N I A C  N E W S  L E T T E R
開催報告

　当財団では、内閣府からの委託を受けて、宮古島の将来を担う人材育成事業を実施している。宮古島は
観光客の急増等による急激な社会変化を遂げているが、人材育成事業の実施に先立ち、宮古島の現状と課
題を共有するために円卓会議を開催した。

　令和元年8月31日（土）、JTAドーム宮古島において、「第1回宮古みらい円卓会議」を開催した。
　宮古島は近年、観光客の急増等により、観光需要の増加や建築開発などで好景気となっており、人口も
増加しつつある。その一方で、観光客急増による住民交通への弊害、開発に伴う自然環境の破壊・汚染、
滞留人口の増加に伴う水不足や住居問題、人手不足およびミスマッチなど様々な方面での課題が生じており、
宮古島の将来（持続的発展）を見据えた人材育成が急務である。
　そこで、当財団では内閣府事業「沖縄型産業中核人材育成事業」の一環として「宮古島の未来像デザイン
人材育成事業」を公募提案し採択された。
　本事業の実施にあたって、宮古島における現状と課題について、島内で情報共有を図る必要性から、研
修会に先立ちキックオフミーティングの位置づけとして「第1回宮古みらい円卓会議」を開催した。

セッション1　取り組み紹介や論点提供者への質問
　会議では初めに、宮古島市役所より、公式統計に基づいた現
状報告（観光客数や人口の増加、地価や家賃の高騰、ゴミ処理
や水使用の増加等）が行なわれた。これを受けて、民間の立場か
らレンタカー代が安値で抑えられていることや、クルーズ客増加
によるタクシーの供給不足、IT人材の不足などといった現状の課
題が挙げられた。
　このような論点を受けて、有識者から宮古島がオーバーツーリズ
ム状態にあること、今後の観光振興は10〜20年スパンで見る必要
があること、そして世界的かつローカルな視点が大事であることな
どの意見が挙がった。

第1回宮古みらい円卓会議の開催

「沖縄型産業中核人材育成事業
 宮古島の未来像デザイン人材育成事業」内閣府事業

論点提供者・司会
No. 氏　　名 所 属 ・ 役 職
1 愛 澤 直 樹 宮古島市役所 企画政策部 企画調整課 政策調整係長
2 三 上 　 暁 宮古島市役所 企画政策部 エコアイランド推進課 エコアイランド推進係 係長
3 新 城 浩 司 （株）東和  代表取締役社長 兼 CEO
4 井 上 美 香 宮古の海を綺麗にし隊  隊長
5 村 田 大 宗 （株）リチャージ プランニングマネージャー
6 陣 内 義 浩 （株）アジア未来エネルギー開発機構宮古島 代表取締役社長
7 下 地 芳 郎 （一財）沖縄観光コンベンションビューロー 会長

司会 平 良 斗 星 （公財）みらいファンド沖縄  副代表理事 兼 プログラムオフィサー
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N I A C  N E W S  L E T T E R
開催報告

サブセッション　会場全体で歓談
　これらの報告を受けて、会場全体でセッション（意見交換）が行なわれ、「宮古島に、今、何が起こっている
のか。何が必要なのか」を議論した。具体的には、観光客急増への対応が遅い点や子育てがしにくい点、お
よびゴミ・環境問題などの課題が挙げられた。これらの課題に対して観光客や島民をいかに巻き込んで企画
するか、地元の人たちの意識を上げていく、観光受け入れ整備の必要性などの意見が挙がった。

セッション2　全体で意見交換・まとめ
　最後に、参加者から集まった意見を集約し、宮古島市内で現状、課題および今後何が必要なのかを共有した。
　　

　この円卓会議を踏まえて、本事業では研修会を進め、宮古島に必要な新規事業を創出する人材育成を目
指す。

（文責：調査第2部　上江洲 豪）
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N I A C  N E W S  L E T T E R
開催報告

　当財団では、平成28年6月に台日商務交流協進会及び台湾経済研究院、ならびに沖縄県工業連合会と
4者間においてものづくり連携に関する協力協定（MOU）を締結し、台湾と沖縄の産業連携を支援している。
この協定の一環として、沖縄・台湾の連携発展に向けたビジネスマッチング（商談会）を開催した。

　令和元年9月17日（月）、台湾の台北国際会議センター（台北市信義区）において、ビジネスマッチング（商
談会）を開催した。沖縄県から6社、台湾から11社が参加して商品説明や共同研究・開発に向けた意見交
換などが行われた。
　開会時のオープニングセレモニーでは、台湾側より倪克浩氏（台湾経済部 国際貿易局  主任秘書）ならび
に余吉政氏（台日商務交流協進会  顧問）、沖縄側からは仲本正尚氏（沖縄県台北事務所  所長/玉城デニー
沖縄県知事の代読）ならびに我謝郁則氏（沖縄県工業連合会  専務理事）から挨拶をいただいた。
　開会挨拶後のビジネスマッチングでは、1社あたり30分の限られた時間内で商品説明および質疑応答などが
行われた。

自主事業 「沖縄・台湾産業経済交流事業」
ビジネスマッチングin台湾の開催

（文責：調査第2部　上江洲 豪）

沖 縄 側 企 業 台 湾 側 企 業
● ㈱ UKAMI 養蚕 ● 神腦國際企業股份有限公司 ● 迦以喜有限公司
● 琉球海運㈱ ● 大聯大投資控股股份有限公司 ● 晨安企業股份有限公司
● アットモア㈱ ● 台鎔科技材料股份有限公司 ● 上泓國際實業有限公司
● ㈱ IS.LAND ● 臺隆工業股份有限公司 ● 展璽國際節能有限公司
● ㈱ポテンシャル ● 達志科技股份有限公司 ● 晟通實業有限公司
● ㈱環境開発公社 沖縄支店 ● 合欣技研有限公司
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N I A C  N E W S  L E T T E R
事業紹介

先端技術活用によるエネルギー基盤研究事業
　「先端技術活用によるエネルギー基盤研究事業」は、沖縄県内の知的・産業クラスターの
発展・強化及びエネルギーの課題解決を図るため、産学官連携による先端技術を活用したエ
ネルギー基盤技術に関する共同研究事業に対する補助金の交付と研究支援のためのコーディ
ネート業務で構成され、沖縄県が平成29年度から展開している。
　今回は、OIST構内で実証試験が展開されているプロジェクトについて紹介する。

持続型生活基盤の構築に向けた次世代電力インフラの研究開発（DCグリッドとEVの融合）

（文責：調査第一部　緑川義行）

システム概念図（写真：スワップステーションと電池交換型EV）

　本研究開発は、沖縄県内を含む国内外の離島・離村、発展途上国等の送電線網が脆弱な地域
や、送電線網が整備されていない地域に向けた持続･自立型の次世代電力インフラの確立を目的とし
ている。この目的に向け、沖縄科学技術大学院大学（OIST）の構内に設置されたDC（直流）自営線
によるマイクログリッドシステム「DCOES」と、EV（電気自動車）を介した無配線マイクログリッドシステ
ム「MIGEX」の２つのシステムを融合させ、DCOESとMIGEX間での電力融通を可能とする技術の開
発並びに実証を、㈱ソニーコンピュータサイエンス研究所（CSL）を代表とする企業と大学の共同研究
体で実施している。

　「DCOES」は、太陽光発電と蓄電池、並びに電力融通用のDCDCコンバータにより構成した自立
型システムを、OISTの教員戸建住宅等19棟に設置し、それらをDC自営線で相互接続している。各
棟のシステムが自律的に電力需給の状況に応じ、電力を相互に融通し合い、自然エネルギーから発
電した電力を有効活用することが可能である。DCOESは、CSL、OISTと沖縄県内企業の㈱沖創工らの
共同研究体で、平成24〜28年度に実施された研究開発により構築された。この研究成果を実用展
開するために、関係者により平成28年に沖縄県で㈱オーイーエスエンジニアリング（OESE）が設立さ
れた。一方、「MIGEX」は、交換型蓄電池を使った電気自動車と、太陽光発電により交換型蓄電池
を充電、交換する機器（スワップステーション）により構成される無配線のマイクログリッドシステムで、
平成28年度までに㈱ピューズとOISTの共同研究により、OIST構内において構築、技術実証されている。
　平成29年度の研究事業開始から３年目となる本年度は、OIST構内に設置したシステムの実用化に
向けた実証試験と、構内で発電した電力の更なる有効活用を目指し、機械学習を用いた電力需給予
測技術の確立に向けた研究を継続している。また、県内離島の避難施設に導入・設置されている太
陽光・蓄電システムを想定した研究成果の適用・実用化を目指し、県内離島の当該システムの調査
研究を実施している。現在、調査により得た情報や設備稼働や気象データをもとに、OISTが研究し
ている電力需給予測技術を適用し、施設毎の余剰電力量の推定を行っており、今後、各離島のニー
ズ・課題に応じた既存設備の利活用並びに、研究成果を活用したシステムの拡張構想を、提案して
いく予定である。

05NIAC News Letter 2019 vol.134 05NIAC News Letter 2019 vol.134



N I A C  N E W S  L E T T E R
事業紹介

令和元年度　奄美沖縄交流事業
　当財団は地理的、歴史・文化的なつながりを踏まえ、奄美群島と各種の調査研究やフォーラム等に
取り組んできた。令和においても引き続き、奄美とのネットワーク構築を目指す。

　本事業では、これまで11回の講演会、シンポジウムを様々なテーマで開催してきた。（表１、画像１、画像２参考）

　令和元年度では沖縄と奄美で近年の共通した課題である“世界自然遺産登録”に着目した。以前に日本政府が“奄
美大島、徳之島、沖縄島北部、西表島”を世界自然遺産候補として国連教育科学文化機関（ユネスコ）に推薦した
が、区域設定に課題がある等の指摘があり、2018年に推薦が取り下げられていた。しかし今年1月に区域見直しな
どを経て再推薦が閣議了解され、また登録の後押しのために民間企業の共同企業体が結成されるなど再び盛り上
がりを見せている。その現状を受けて、当財団と奄美大島商工会議所の主催で「奄美・琉球世界自然遺産登録の
実現に向けて」をテーマとして講演会を開催し、登録に向けた機運を更に高め、同時に懇親も深めることとした。なお、
実施においては、当財団と一対の組織となっている沖縄経済同友会との連携・協力の下で進めた。

　今年度の講演会は10月3日（木）に、奄美市内のホテルで開催した。内容について簡単に述べると、基調講演として、
沖縄側からは日本トランスオーシャン航空株式会社代表取締役社長の青木紀将氏に「沖縄から世界自然遺産推進
共同企業体について」というタイトルで、前述の世界自然遺産登録を後押しする民間企業の共同体についてご講演
頂き、奄美側からは奄美環境自然研究会環境自然公園指導員の常田守氏に「奄美大島の自然の仕組みとその中身」
というタイトルでご講演頂いた。

（文責：企画研究部　赤嶺 進也）

表1　これまでの実績

画像1　第11回奄美・沖縄経済交流事業
「奄美・沖縄　島を語る」における講演の様子（平成29年12月）

画像2　第10回奄美・沖縄経済交流事業
「奄美・やんばる・西表　世界自然遺産を活用した

地域活性化戦略」における講演の様子（平成27年11月）

No. 年　度 事 業 内 容

1 平成18年度 奄美・沖縄経済交流（シンポジウム）　「シニア世代向け長期滞在型ビジネスモデルを考える」

2 平成19年度 奄美・沖縄経済交流（シンポジウム）　「焼酎文化に見る南西諸島の連携に向けて」

3 平成20年度 奄美・沖縄経済交流事業（奄美・沖縄ビジネス交流連携促進フォーム：国交省委託事業）
「奄美群島におけるUIOターンの促進を考える」

4 平成21年度 奄美・沖縄経済交流事業
（奄美群島におけるNPO等を活用した地域社会のあり方に関する調査研究：国交省委託事業）

5 平成22年度 奄美・沖縄経済事業（フォーラム）　「音楽からみた奄美と沖縄」

6 平成23年度 奄美・沖縄経済事業（フォーラム）　「奄美と沖縄の絆を考える〜文化・芸能・歴史〜」

7 平成24年度 奄美・沖縄経済事業（フォーラム）　「奄美諸島が面白い！」

8 平成25年度 奄美・沖縄経済交流事業　「奄美・沖縄の観光連携について」

9 平成26年度 奄美・沖縄経済交流事業　「龍神マブヤーとそのオリジナリティ商品化戦略」

10 平成27年度 奄美・沖縄経済交流事業　「奄美・やんばる・西表　世界自然遺産を活用した地域活性化戦略」

11  平成29年度 奄美・沖縄経済交流事業　「奄美・沖縄　島を語る」
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―まず御社の設立、発足の経緯などを聞かせてくだ
さい。
　10年ほど前に、浄水器の開発・販売をしたくて「エコ
ライフビジョン」という会社をつくって開発や営業をしてい
たところ、7年ぐらい前に「ワイズグローバルビジョン」の現
社長の柳瀬さんから販売を全部任せてほしいという話があ
り、製造元を「エコライフビジョン」、販売元を「ワイズグ
ローバルビジョン」ということで、当初は製造販売別々で
スタートしていました。
　柳瀬さんは人脈が豊富で、大手企業や金融機関、ベン
チャーファンドなどから支援を受けられるということで、「も
し、ワイズが販売元だけではなく製造元にもなれたら幾ら
でも資金援助しますよ」という話になり、製造権を全部譲っ
て私がそこの会長に治まりました。それが4年前で、ワイ
ズの会長になってこの場所に移り、製造・販売が拡大でき
るようになりました。柳瀬社長と出会って大きな事業展開
ができるようになったというのが、そもそものスタートです。
―前身は「ライフビジョン」だったでしょうか?
　「エコライフ」です。従業員は7〜8名いたかいないかです。

―浄水器を扱っていたわけですね。
　ウォーターサーバーをつくって、その上に載せるボトル
をつくり、水の配達ではなくて、水道水を入れれば安くお
いしい水を使えるという、それをレンタルしていたわけで
す。今でも県内に500〜600軒ぐらいのお客さまがいま
す。そのときに開発したのが「ピッチャーピア」とか「ウォー
ターピア」、そういった淡水用の浄水器をやっていました。
―ちなみに、ワイズさんは初めのころ、どういうこと
をやっていたのですか。
　エコライフでつくった製品の販売でスタートしていま
す。だから場所も同じ宜野湾市で、製造会社はエコライ
フ、販売会社はワイズで事業を行っていました。
―この浄水器をメインに会社を設立されて、ワイズと
合併して、今、御社の海水淡水化装置が注目されていま
すが、開発しようとしたきっかけを教えていただけますか。
　その前に、ご存じかどうか知りませんが、私は”タコラ
イス“を開発したんですよ。外貨を稼ぎたいというのが私
のビジネスの基本的な目標なんです。つまり、沖縄の企
業が県外、国外で収益を上げていろんな意味で発展して

大
お お み ね

嶺 光
み つ

雄
お

ワイズグローバルビジョン株式会社　取締役会長兼CTO

Omine mitsuo

PR
O

FI
LE

浄水器や海水淡水化装置の開発で注目を浴びる「ワイズグローバルビジョン（株）」。「外貨獲得で沖縄の
経済的自立に貢献する。それが私のビジネスの基本的な目標です」と語る大嶺光雄会長に、海水淡水化
装置開発の経緯や今後の展開について語っていただいた。

（このインタビューは2019年9月に行われたものです。）

海水淡水化装置の技術を活かし、海水淡水化装置の技術を活かし、

水処理の専門企業として世界に大きく羽ばたきたい。水処理の専門企業として世界に大きく羽ばたきたい。

1953年　那覇市に生まれる
1983年　メリーランド大学（米国）中退
1986年　日本フォーエバー　リビングプロダクツ社入社
1992年　フォーエバー産業　創業
2008年　エコライフビジョン　創業
2015年　ワイズグローバルビジョン取締役会長兼CTO就任
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海水淡水化装置

経済的自立を果たす。これはNIACも同じ考えで非常に
共感していますけど、私は個人的にもそれを実現したかっ
たんです。
　20年以上も前のことですが、「レトルトパウチ・タコライ
ス」の商標を取って、規模を大きくして県外で売ろうとして
頑張ったんですが、なかなかヒットしませんでした。それ
で、沖ハム（沖縄ハム総合食品株式会社）に私のレシピで
レトルトのタコライスを作らせて、これを売っていました。
県内で月に2万個ぐらい売れていましたが、県外で売れて
県内に還元できなければあまり価値はないと思って、タコ
ライスの製造権、営業権を全部沖ハムに譲渡したわけで
す。その後、タコライスが注目されて、県外のコープさん
とか西友さんなどの大手が買うようになってきて、一気に
売上が上がっていきました。ちょっと早かったかなと後悔
したんですが、でも、その譲渡金で私は水の事業を始める
ことができました。どうしても県外で売れるものをつくりた
かったのです。浄水器だったらいけるんじゃないかと…。
―そのときの浄水器は淡水のものですか。
　そうです。ただ、淡水だと同業者がいっぱいいるのでそ
れほどインパクトがない。沖縄は海に囲まれサバニをはじ
め小さな漁船がいっぱいあります。万が一、エンジントラ
ブルのときに困るのは水で、小型の海水淡水化装置があ
れば需要があるのではないかという発想から、北谷町に
ある海水淡水化センターに何度も足を運んで巨大なプラン
トを見て、これを小型化すればと思ったわけです。
　海水淡水化センターのプロセスは、海水を引き込んで
高圧をかけて逆浸透膜に通水すれば塩分が分離除去され
た真水が出てきて、高濃度の海水が出てくるという非常に
シンプルな仕組みでしたから、小型化すれば売れるんじゃ
ないかと考えたわけです。専門家だったら多分やってない
と思いますが、淡水の浄水器は比較的簡単につくれまし
たから、海水もそういうふうにしてできるんじゃないかと
いう単純な発想で無謀な挑戦をしたのがそもそものきっか
けです。
―その小型の海水淡水化装置ですが、開発にはどの
ぐらいの期間がかかったのでしょうか。また、ご苦労さ
れた点などをお聞かせください。
　1年ぐらいあればと思っていましたけど、とんでもありま
せんでした。大型はいっぱいあって中型も結構あるんです
が、小型がなかったんですよ。小型というのはどの程度か

というと、そのときの私
の認識では電気容量で
1.5kw以下、重量で50
〜60kg未満。つまり
家庭用電気です。そ
れだったら小型として
勝負できるんじゃない
かと。ところが、それ
用のポンプがなかっ
た。当初はポンプで大
変苦労しました。

―そのポンプは最終的に開発できたのですか。
　いや、開発したんですがなかなかうまくいかず、まだ途
上です。
―それは圧力の問題ですか。
　そうです。圧力の問題です。塩分の分離で一番キーに
なるのは逆浸透膜といわれるものです。逆浸透膜に海水
を入れて塩分分離するためには55kという圧力をかける必
要があるんです。専門用語で5.5メガパスカルといいま
す。それ用のポンプが必要になりますが、特殊なものです
から国内のどこを探しても見つかりませんでした。あちこ
ち探して、ようやくイタリアのメーカーのものを探し出しま
した。ただ、1.5kw用のポンプで、1.5kwのモーターを使っ
てその圧力をかけられるかという問題がありました。
1.5kwで55kの圧力をかけるのが非常に難しくて、第一に
1.5kw単層のモーターがないんです。三相はありますが、
三相は家庭用のコンセントみたいなものは使いません。全
部事業用です。これはもう無理かなと思いまして、仕方な
く中国のポンプモーターメーカーに、中国は220ボルトで
すけど、これを100ボルトに直してモーターを作ってくれ
ということで、いわゆるOEMで委託して作ってもらって、
これを組んで出荷したんです。4、5年前のことです。ところ
が、モーターにあまり安定性がない、壊れることが多くて
非常に苦労しました。
―今もそれは続けていらっしゃるんですか。
　今はイタリアのメーカーに、量は少なくてもいいから、
もっと小型のポンプをつくってくれということで750wで動
くポンプをつくってもらって、パプアニューギニアなどに出
せるような小型の製品が完成しています。苦労してきてか
らできる話ですけどね。
―逆浸透膜についてはいかがでしたか。
　世界の三大膜メーカーというのがあります。一つはアメ
リカの「ダウ・ケミカル」という会社で「フィルムテック」と
いうブランドを持っています。あとの二つは日本の「東レ
（株）」と「日東電工（株）」で、この3社で全世界の9割ぐ
らいのシェアを占めています。ところが、やはり小型がな
いのです。ダウ・ケミカルには小型もありましたけど、品
質がそれほどよくないので日東電工にお願いして小さなも
のを作ってもらいました。ところが、それを入れる専用の
容器がない。それで自社で作ろうということになって、耐
圧性に優れなおかつ小型で軽量なものをということで、最
初はステンレスで作り、次にCFRPという炭素繊維強化プ
ラスチックで作り、このCFRPで特許を取得しました。こ
れで小型ができるめどがついたわけです。
　まだ肝心なポンプはできていませんので、今はイタリア
のメーカーに、さらに小さい当社用のポンプをOEMで依
頼しています。それができたら、本当に持ち運び可能なも
のになります。当初は50kgでしたが、私も欲が出てきて
1人で持っていけるもの、飛行機に搭載できるもの、飛行
機に持ち込めるのは25kg以下ですから、それを目指して
います。
―今、国内で大体年間何台ぐらい販売されているの
でしょうか。

08 NIAC News Letter 2019 vol.134



　徐々に増えてきていまして、今期は月に大体7台でした
が来期は月20台が目標です。上場を目指すんだったら量
産化の最低ラインというのが必要ですからね。
―月7台は国内向け、海外も含めてですか。
　国内が8割、海外が2割ぐらいです。
―そもそもの目的である外貨獲得についてですが、
JICAとの連携などがあったのですか。
　JICAのおかげでパプアニューギニアから引き合いがあ
りました。でも、パプアニューギニアは外貨自体が少ない
ですから、年間10台ぐらい。20台ぐらいは送っていると思
いますが…。
―東南アジアに目を向けるきっかけはJICAさんとの
関係からですか。
　いや、それ以前から県外、できたら国外というのが目
標でした。沖縄県のアジア戦略構想はある意味で私が目
指すものと同じというか、東京に目を向けるのではなく、
南に目を向けたほうがいいと常々思っていましたので、必
然的に東南アジアということになります。しかも、そこは
水で困っている地域が多いので市場もいっぱいあります。
だからJICAに取り上げてもらったんだろうと思います。
―ちなみに、御社の製品がマッチするような印象的
な地域はありましたか。
　やはりフィリピン、パプアニューギニア、インドネシア、
この3カ所はニーズが高いと感じます。8月末にアフリカ開
発会議が横浜で行われ、安倍総理が今後3年間で2兆円
を投資すると発表しましたが、そのとき私どもの会社も国
連のブースに展示しましたけど、引き合いがたくさんあり
ました。水で困っている地域ですけどね。
―電源は太陽光発電ですか。
　いえ、基本的にコンセントです。それぞれの国で使われ
るコンセントは事前に調べています。ただうちは去年から
直接外国には売らないで、全部日本の商社を通じて売る
方針に変えましたから、発注書を送ってもらうときに代理
店の方がコンセントの形状、電気のスペックなどを記載し
てくれますので楽です。
―その辺はリスクヘッジになる部分もあるのではな
いですか。
　ありますが、それは大事なことです。第二はその後のサ
ポート、メンテナンスです。我々の小さな会社が全世界に
行くわけにはいきませんから、現地で事業をやっていると
ころ、あるいは現地駐在人がいる商社にお願いしていま
す。今、取引のある商社で一番頑張ってくれているのは
豊田通商、アフリカに強い商社ですけど中東もカバーして
います。フィリピンも豊田通商です。その次が伊藤忠商
事、これはうちの代表の柳瀬社長の出身母体でもありま
す。伊藤忠商事は南米、中米。そして郵船商事は日本郵
船という会社の商社部門、そこはフィリピン、マレーシア、
インドネシア、そういったところが非常に強い。
―先ほど月産20台というお話がありましたが、今後の
御社のビジョンみたいなものをお聞かせいただけますか。
　今後は海水淡水化装置だけではなくて、水処理の専門
企業として大きく羽ばたきたいなと思っています。我々は

海水淡水化装置の小型化で注目されて、いろいろな相談
が寄せられるようになりましたが、その中でよく出てくるの
が水処理です。なかでも排水処理に注目しています。実
は水処理の全体の市場として排水処理が一番大きな部分
なんです。今は環境問題で河川に簡単に放流できません
から全部処理してから排出します。大手工場は何十億円
もかけて排水処理施設を整備できますが、小さな豆腐屋
さん、レストランなどで処理して出すのは不可能です。比
較的小さな企業から環境基準に合う排水処理、水処理を
したいという相談がいっぱいきています。それで、うちの
専門である小型化を提案していこうと。そうすると市場は
海水淡水化装置の何倍も大きく広がります。中国やタイ、
ベトナムは河川が汚いですから規制がかかり始めていま
す。日本と同じように規制するしかないと。我社の専門で
ある小型化を前面に出して、小さな装置で低予算ででき
るとなるとニーズも高まります。海水淡水化装置の小型
版で有名になってきて、ある意味ではブランドが構築でき
たので、それを水処理の分野にも生かしていければという
のを一つのビジョンとして掲げています。
―現在、御社の社員は何名でいらっしゃるのですか。
　役員を入れて23名です。製造部門がパートさんを入れ
て12名、あとは事務、営業です。
―海水淡水化装置の小型化は会長さんだけが取り組
まれているのですか。
　アシスタントが2名います。私とアシスタントの3名で開
発しました。
―ハワイへの展開というお話もお聞きしているので
すが。
　いえ、あれはたまたまです。海水淡水化装置の開発に
あたっては沖縄県産業振興公社の支援がありまして、そ
のときの責任者だった方からハワイを紹介されたのです
が、いい形でおもしろい展開になりそうです。ハワイも島
嶼地域ですから周辺の島々にはニーズが結構ありそうで
す。大手がなかなか手が回らないような地域が間違いな
くあるなという気がしています。逆に排水処理分野でも食
い込めるのではないかと思っています。浄水器は水を飲み
ますからFDAとかの規制が結構ありますが、排水は基準
が低いのでやりやすいのではと思っています。
―今後のご活躍を期待しております。	

（聞き手：調査第1部）
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コ ラ ム
N I A C  N E W S  L E T T E R

　「在留外国人」の統計については、法務省が
毎年6月末と12月末の状況について公表しており、
都道府県別のデータも掲載しています。2018
年末の同統計によりますと、沖縄県の在留外国
人は1万8,025人で前 年 末比2,178人（13.7％
増）増加し、増加率は全国で6番目に高い伸びと
なっています。本県の18年の総人口の増加数が
約4,500人でしたので、増加数の約半分が外国
人による増加であったことになります。国籍・地
域別では、中国がこれまで最も多かった米国（米
軍関係を除く）を18年末に初めて上回りました。
また、17年以降はベトナムが高い伸びとなってい
ます。在留資格別でみると通訳などの「技術・人
文知識・国際業務」が増加しており、主に中国が
増えています。中国などアジアからの外国人観光
客の増加に伴い、こうした在留資格者が増えてい
るとみられます。また、技能実習が高い伸びとなっ
ており、主にベトナムが増えています。技能実習
は主に建設業や製造業などで多く受け入れられて
います。また、15年まで留学生を中心に急増して
いたネパールは、16〜17年に横ばいとなってい

ましたが、18年には再び増加に転じています。と
ころで、政府は労働力不足が一段と深刻化して
きたことから、外国人労働者の受け入れを拡大す
るため、2018年12月に出入国管理・難民認定
法を改正し、新たな在留資格である「特定技能」
を創設しました。建設業や農業、外食業、宿泊業、
介護業など14業種が対象となります。外国人の
受け入れについては、労働力としてだけではなく
生活者として受け入れ、共生できる社会を形成し
ていく必要があります。そのためには就労支援だ
けでなく、日本語教育や子供の学校、住居、医療、
社会保障など生活全般についての環境整備が必
要です。本県においては、歴史的な経緯や海外
への移民の多さ、その世界的なネットワークの形
成、アジアに近い地理的特性、そして国際セン
ターや沖縄科学技術大学院大学の立地など、外
国人を受け入れ易い土壌があります。本県でも
人手不足が深刻化しており、また、今後も外国
人観光客の増加が見込まれることから、外国人
受け入れ拡大の環境整備をうまく進めていくこと
が望まれます。

「 在留外国人（2）」

このコーナーでは沖縄経済に関
する各分野の経済用語や統計
データを取り上げ、こっそりと
分かりやすく解説します。

18

20,000

15,000

10,000

5,000

0

（人）
4,000

3,000

2,000

1,000

0

（人）

2012/12 13/12 14/12 15/12 16/12 17/12 18/12 （年 /月末）

（総数は左軸、国籍・地域別は右軸）

（備考）韓国と朝鮮は2014年までは合計した数字。米国には米軍関係を含まない。
（資料）法務省「在留外国人統計」

総数（人） 米国 フィリピン ネパール ベトナム
中国 台湾 韓国 韓国・朝鮮

（文責：上席研究員　金城 毅）

在留外国人の総数および国籍・地域別の推移 （沖縄県）
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第1回理事会

第1回評議会

N I A C  N E W S  L E T T E R
開催報告

令和元年度 第１回 理事会・評議員会の開催、
  第２回・第３回理事会（決議の省略）、
  第２回評議員会（決議の省略）
　令和元年度第1回理事会が5月30日（木）、第1回評議員会が6月17日（月）に開催され、審議が行わ
れ承認されました。また、第2回理事会・第3回理事会・第2回評議員会が書面による決議手続き（決
議の省略）により、それぞれ提案され承認されました。

  正味財産増減計算書（一部抜粋）
平成30年4月1日から平成31年3月31日まで

（単位：円）
科 目 当 年 度

Ⅰ　一般正味財産増減の部
１．経常増減の部
（1）経常収益

基本財産運用益 219,229
特定資産運用益 9,746
受取会費 42,450,000
事業収益 114,245,856
雑収益 7,157
経常収益計 156,931,988

（2）経常費用
事業費 115,337,245
管理費 68,838,868
経常費用計 184,176,113

評価損益等調整前当期経常増減額 △ 27,244,125
評価損益等計 0
当期経常増減額 △ 27,244,125

２．経常外増減の部
（1）経常外収益

為替換算差益 178
経常外収益計 178

（2）経常外費用
為替換算差損 1,085
経常外費用計 1,085

当期経常外増減額 △ 907
他会計振替額 0
当期一般正味財産増減額 △ 27,245,032
一般正味財産期首残高 64,257,369
一般正味財産期末残高 37,012,337

Ⅱ　指定正味財産増減の部
当期指定正味財産増減額 0
指定正味財産期首残高 134,000,000
指定正味財産期末残高 134,000,000

Ⅲ　正味財産期末残高 171,012,337

 理事・監事・評議員（五十音順） 　　　　　　　令和元年7月18日現在

会 長 ★ 大 嶺 　 滿 沖縄電力株式会社 代表取締役会長
専 務 理 事 下 地 祥 照 一般財団法人南西地域産業活性化センター
理 事 犬 飼 芳 樹 住友電気工業株式会社 沖縄支店 支店長
理 事 ★ 大 城 　 肇 国立大学法人琉球大学 前学長
理 事 金 城 克 也 株式会社りゅうせき 代表取締役会長
理 事 金 城 棟 啓 株式会社琉球銀行 代表取締役会長
理 事 仲 座 栄 三 国立大学法人琉球大学 工学部 工学科 教授
理 事 ★ 成 底 勇 人 沖縄電力株式会社 常務取締役
理 事 前 田 貴 子 株式会社ゆがふホールディングス 代表取締役CEO代行
理 事 山 城 正 保 株式会社沖縄銀行 代表取締役頭取

監 事 安 里 清 榮 安里公認会計士事務所 公認会計士
監 事 阿波連　　　光 ひかり法律事務所 弁護士

評 議 員 今 中 泰 洋 株式会社サンエー 常務取締役
評 議 員 上 間 　 淳 沖縄電力株式会社 取締役
評 議 員 大 城 秀 政 拓南製鐵株式会社 代表取締役副社長
評 議 員 川 上 澄 則 大同火災海上保険株式会社 常務取締役
評 議 員 城 田 　 一 株式会社アドスタッフ博報堂 代表取締役社長
評 議 員 ★ 新 垣 秀 人 琉球セメント株式会社 取締役
評 議 員 ★ 新 城 一 史 株式会社沖縄海邦銀行 取締役
評 議 員 平 良 　 昭 オリオンビール株式会社 常務執行役員
評 議 員 仲 本 幸 文 沖縄テクノクリート株式会社 代表取締役社長

★ 新任理事・新任評議員

【令和元年度 第1回理事会】
第１号議案：平成30年度 事業報告・財務諸表　※ 

（1）経済・社会に関する調査・分析　4件
（2）産業の活性化プロジェクトの発掘・推進　6件
（3）技術開発・振興等マネジメント　3件
（4）普及・啓発　4件

第２号議案：公益目的支出計画実施報告
書等の提出

第３号議案：令和元年度第1回評議員会
の開催日時・場所及び議案

【令和元年度 第1回評議員会】
第１号議案：平成30年度 事業報告・財

務諸表
※ 理事会承認案件と同じ

第２号議案：理事及び監事の選任
第３号議案：評議員の選任

【令和元年度 第2回理事会（決議の省略）】
第１号議案：会長の選定（大嶺 滿）
第２号議案：専務理事の選定（下地 祥照）

提案された上記事項について、6月17
日に理事会の決議の省略の方法によ
り、当該提案を可決する旨の決議が
あったものとみなされました。

【令和元年度 第3回理事会（決議の省略）】
第１号議案：令和元年度第2回評議員会の書面に

よる決議手続き
提案された上記事項について、7月10
日に理事会の決議の省略の方法によ
り、当該提案を可決する旨の決議が
あったものとみなされました。

【令和元年度 第2回評議員会（決議の省略）】
第１号議案：理事の選任

提案された上記事項について、7月18
日に評議員会の決議の省略の方法に
より、当該提案を可決する旨の決議
があったものとみなされました。

（文責：総務部　仲村 加代子）
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N I A C  N E W S  L E T T E R
開催報告

交流サロン
産 学 官 当財団では、産学官が気軽に集まって交流する産学官交流サロンを適時

開催している。サロンでは毎回、講師を招いて20分程度の講話を頂き、
その後気軽なスタイルで懇談、交流している。平成31年2月から令和元
年8月にかけて開催されたサロンのトピックス概要を以下にご紹介する。

次回の産学官交流サロンの案内や、過去の開催内容の概要は以下のサイトに記載されている。
https://www.niac.or.jp/katudo6.htm

（平成31年2月、3月、令和元年5月、7月、8月）

平成31年

2月

平成31年

3月

令和元年

5月

日　時：平成31年2月26日（火） 18:30〜20:30
場　所：（一財）南西地域産業活性化センター　大会議室
トピックス：「沖縄の地域振興と沖縄への想い」

日　時：平成31年3月26日（火） 18:30〜20:30
場　所：（一財）南西地域産業活性化センター　大会議室
トピックス：「沖縄のエネルギー問題と未来の展望」

日　時：令和元年5月28日（火） 18:30〜20:30
場　所：（一財）南西地域産業活性化センター　大会議室
トピックス：「内閣府による新しい沖縄振興の推進事業について」

講師：元沖縄総合事務局 経済産業部部長　富田 育男　氏

講師：琉球大学　教育学部 教授（工学博士）　清水 洋一　氏

講師：内閣府政策統括官（沖縄政策担当）付産業振興担当参事官室参事官補佐　大金 修一　氏

【概略】
　沖縄県内では様々な公共・民間工事が進行中である。2月サロン
は富田氏から沖縄の振興についてご講話を頂いた。伝統工芸品を
観光土産以外で活用するためにも、かりゆしウェアを柄の部分使
用でコストを下げて全国へ広げていけないかとアイディアを示唆
された。また、何らかの国際標準を日本が作れば競争が有利にな
ると、日本全体の視点からのご意見も頂いた。

【概略】
　沖縄のエネルギーは殆ど外部に依存している。3月のサロンは、
沖縄のエネルギー事情について清水氏よりご説明頂いた。沖縄は
石炭火力発電が主で、C02の排出削減も容易でない。普天間飛行場
の敷地面積だと太陽光や風力発電で需要の何％賄えるか等の試算
を示された後、将来の持続可能な沖縄を構築するため、子供を対
象に実施中の省エネ教室や出前授業の様子を紹介された。

【概略】
　内閣府では沖縄の事情を鑑み、様々な沖縄振興策を実施してい
る。5月サロンでは、大金氏から内閣府の事業に関して説明・講話
を頂いた。今年度新設された「沖縄振興特定事業推進費」の目的は、
沖縄の自立的発展に資し、かつ機動性をもって迅速・柔軟に対応
すべき市町村等の事業を推進することで、一定の要件を満たした
民間事業者も交付対象になるとのことである。
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講演終了後の懇親の様子

N I A C  N E W S  L E T T E R
開催報告

令和元年

7月

令和元年

8月

日　時：令和元年7月23日（火） 18:30〜20:30
場　所：（一財）南西地域産業活性化センター　大会議室
トピックス：「少数派の言語で歌うということ」

日　時：令和元年8月20日（火） 18:30〜20:30
場　所：（一財）南西地域産業活性化センター　大会議室
トピックス：「通信の変遷と5Ｇ社会への期待」

講師：シンガーソングライター　下地 イサム　氏

講師：ＮＴＴ西日本株式会社 沖縄支店 支店長　畔上 修一　氏

【概略】
　宮古島出身の下地イサム氏は、シングルCD「我達の生まれ島（ば
んたがんまりずま）」でデビューした。7月サロンでは下地氏をお招
きし、宮古方言と歌についてお話し頂いた。ブルース曲の即興方
言替え歌がデビューにつながった下地氏は、全国放送でも“おばぁ”
の言葉をそのままで歌いたい、と宮古方言で歌った。また、ギター
の生演奏でも盛り上がったサロンとなった。

【概略】
　以前は一家に一台だった電話機は、今や一人一台が当たり前と
なった。8月サロンでは畔上氏から、通信技術にまつわる話題を頂
戴した。最近注目の5Ｇ（第5世代移動通信システム）に関しては通
信速度が20Gbpsで、1Ｇ時代（1979年自動車電話）約2.4kbpsの約
100万倍に達すると解説された。他にリアルタイムでの3Ｄホログ
ラム作成や宮古島の久松五勇士の逸話など話題を幅広く頂いた。

（文責：企画研究部　赤嶺 進也）
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【NIAC】とは

NANSEI SHOTO INDUSTRIAL ADVANCEMENT CENTER

一般財団法人 南西地域産業活性化センター
（Nansei shoto Industrial Advancement Center）の略称で、

沖縄県と奄美群島の南西地域を拠点とする
公益法人として昭和63年1月に設立され、

平成23年4月1日に一般財団法人に移行しました。
「南西地域のシンクタンク」として

地域産業活性化の各種事業を行っています。


